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重 要 事 項 説 明 書 

 

 １ 事業者および事業所の概要 
 

 

 

 

 

 

 

 
【東京エリア】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 事業所の職員体制等（居宅介護支援サービス） 

 
 1.職員体制 

管理者、介護支援専門員が在籍しており、サービスを提供致します。 

職種 人員 

介護支援専門員 1 名以上 

管理者 1 名 

    

 

 2.営業日および時間 
区 分 平日 土曜日・日曜日・祝祭日 

営業時間 ９：００～18：００ 休 日 

（注 1）年末年始（12/29～1/3）は「休日」の扱いとなります。 

（注 2）利用者様の病状や経過により休日対応させて頂く事があります。 

 

２ 事業の目的と運営の方針 
  

事業の目的 事業所の介護支援専門員が要介護状態にある高齢者、老化に伴い介護が必要な

者に対し、介護保険法令の趣旨にしたがって居宅サービス計画の作成を支援

し、指定居宅サービス等の提供が確保されるようサービス提供事業者との連絡

調整その他の便宜を図ります。 

運営の方針 事業所の介護支援専門員は、利用者が要介護状態であっても可能な限り その

居宅においてその有する能力に応じて自立した日常生活を営むことができる

よう公正中立な居宅支援を行います。 

 

 

 

事 業 者 名 称 株式会社 AT 

主たる事務所の

所 在 地 

〒211-0063      

神奈川県川崎市中原区小杉町 1-403 武蔵小杉タワープレイス 14階 

法 人 種 別 株式会社 AT 

代 表 者 名 津田 篤志 

設 立 年 月 日 平成２３年２月１６日 

本体事業所名 指定相談支援アットコレット武蔵境 

所 在 地 〒180-0022 

東京都武蔵野市境 1-7-8 コーポ吉野 1 階 

事業者指定番号 1373302924 

管 理 者 遠藤 宗俊 

電 話 番 号 0422-56-8700 

F A X 番 号 0422-56-8669 

通常の実施地域 武蔵野市・三鷹市・小平市・東久留米市・西東京市・小金井市 
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3 利用料金 
＊利用料（ケアプラン作成料） 

指定居宅介護支援の提供を受けた方は、介護保険から全額給付されるので、自己負担はありません。

並びに、事業者が法定代理受領を行う時は、利用者から利用料を徴収しません。 

ただし、保険料の滞納により法定代理受理が出来なくなった場合は、１か月につき要介護に応じて、

下記の料金をいただきます。 

 

居宅介護支援利用料 

名称・条件 要介護 1・2 要介護 3・４・5 

居宅介護支援費Ⅰ（ⅰ） 45 件未満 12,000 円 15,591 円 

居宅介護支援費Ⅰ（ⅱ） 45 件以上 60件未満 6,011 円 7,779 円 

居宅介護支援費Ⅰ（ⅲ） 60 件以上 3,602 円 4,663 円 

   

各種加算 

初回加算  3,315 円 

特定事業所加算（Ⅰ）  5,734 円 

特定事業所加算（Ⅱ）  4,652 円 

特定事業所加算（Ⅲ）  3,569 円 

特定事業所加算（A）  1,259 円 
特定事業所医療介護連系加算  1,381 円 
入院時情報連携加算（Ⅰ）  2,763 円 
入院時情報連携加算（Ⅱ）  2,210 円 
通院時情報連携加算  552 円 
退院・退所加算（Ⅰ） イ 

            ロ 
4,972 円 

退院・退所加算（Ⅱ） イ 

            ロ 
 6,630 円 

退院・退所加算（Ⅲ） 6,630 円 

緊急時等居宅カンファレンス加算  8,287 円 
ターミナルケアマネジメント加算   9,945 円 

 

※場所（3級地 1単位＝ 11.05 円） 

 

 

4 苦情相談の窓口 
当事業所管理者：遠藤 宗俊 TEL 0422-56-8700 

武蔵野市 健康福祉部 高齢者支援課 TEL 0422-60-1925 

東京都国民健康保険団体連合会 苦情相談窓口 TEL 03-6238-0177 

 
 

5 公正中立の確保について 
利用者様が居宅サービス提供を希望される場合には、居宅サービスに位置付ける居宅サービ

ス事業所について複数の事業所を求めることが可能であり、当該事業所を居宅サービスに位置

付けた理由を求めることが可能です。 

前 6 か月、当事業所における、ケアプランの訪問介護、通所介護、地域密着通所介護・福

祉用具貸与の各サービス割合と同一事業所によって提供されたものが占める割合は次の通り。 
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居宅サービス計画の状況 
（１）該当期間 

   □ 前期 （2025 年 3 月１日 ～ 2025 年８月末）  特記：2025 年 5 月 1日指定 

   □ 後期 （2025 年 9 月１日 ～ 2026 年２月末）  特記： 

 

（２）前６ヶ月間に作成したケアプランにおける、訪問介護等(※)各サービスの利用割合。 

サービス名 割合 

訪問介護  

通所介護  

地域密着型通所介護  

福祉用具貸与  

   (※) 訪問介護、通所介護、地域密着型通所介護、福祉用具貸与を示す。 

 

（３）前６ヶ月間に作成したケアプランにおける、訪問介護等の各サービスごとの 

同一事業者によって提供されたものの割合。（上位３事業所） 

（訪問介護） 

事業所名 割合 

  

  

  

 

（通所介護） 

事業所名 割合 

  

  

  

 

（地域密着型通所介護） 

事業所名 割合 

  

  

  

 

（福祉用具貸与） 

事業所名 割合 
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6 入院時の連携促進 
指定居宅介護支援事業者と入院先医療機関との早期からの連携を促進する観点から、利用者

が病院又は診療所に入院する必要が生じた場合には担当の介護支援専門員の氏名及び連絡先

を当該病院又は診療所にお伝えいただくようご協力願います。 

 

7 医療機関との情報連携の強化   
居宅介護支援について、医療と介護の連携を強化し、適切なケアマネジメントの実施やケア

マネジメントの質の向上を進める観点から、利用者が医療機関において医師の診察を受ける際

に介護支援専門員が同席し、医師等と情報連携を行い、当該情報を踏まえてケアマネジメント

を行うことがあります。 

 

8 ターミナルケアマネジメント 
在宅で死亡した利用者に対して、終末期の医療やケアの方針に関する当該利用者が、死亡日

前 14 日以内に 2 日以上本人や家族の同意を得て居宅に訪問してアセスメントを行い、主治

医の医師及び居宅サービス計画に位置付けた事業者に提供致します。 

 

9 他のサービス事業所との連携によるモニタリング 
  複数の要件を満たした場合、テレビ電話装置その他の情報通信機器を活用したモニタリング

を行うことがあります。 

 

【要介護認定前に居宅介護支援の提供が行われる場合の特例事項に関する重要事項説明】 

利用者が要介護認定申請後、認定結果がでるまでの間、利用者自身の依頼に基づいて、介護保

険による適切な介護サービスの提供を受けるために、暫定的な居宅サービス計画の作成により

サービス提供を行う際の説明を行います。 

 

１ 提供する居宅介護支援について 
・利用者が要介護認定までに、居宅介護サービスの提供を希望される場合には、この契約の締

結後迅速に居宅サービス計画を作成し、利用者にとって必要な居宅サービス提供のための支

援を行います。 

・居宅サービス計画の作成にあたっては、計画の内容が利用者の認定申請の結果を上回る過剰

な居宅サービスを位置づけることのないよう、配慮しながら計画の作成に努めます。 

・作成した居宅サービス計画については、認定後に利用者等の意向を踏まえ、適切な見直しを

行います。 

 

2 要介護認定後の契約の継続について 
・要介護認定後、利用者に対してこの契約の継続について意思確認を行います。このとき、利

用者から当事業所に対してこの契約を解約する旨の申し入れがあった場合は、契約を終了し、

解約料はいただきません。 

・利用者から解約の申入れがない場合は、契約を継続いたします、これに定める内容について

は終了することとなります。 

 

３ 要介護認定の結果、自立（非該当）または要支援となった場合の利用料について 
・要介護認定等の結果、自立（非該当）又は要支援となった場合は、サービス料金についても

変更があります。 

 

4 注意事項 
要介護認定の結果、自立（非該当）または要支援となった場合の利用料について 

・要介護認定の結果、自立（非該当）となった場合には、認定前に提供された居宅介護に関

する利用料は、原則的にご利用者様にご負担いただくことになります。 

・要介護認定の結果、認定前に提供されたサービス内容が、認定結果後に区分支給限度額を

上回った場合には、保険給付とならないサービスが生じる可能性があります。この場合は、

保険給付されないサービスに関する費用の全額をご利用者様に負担いただくことになり

ます。 
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□居宅介護支援サービス契約書  説明日 令和  年  月  日 

第 1 条（契約の目的） 

 事業者は、利用者の委託を受けて、介護保険法等関連法令及びこの契約書に従い、利用者が可能な限

りその居宅において、その有する能力に応じて自立した生活を営むことのできるよう、利用者に対し、

適切な居宅サービス計画を作成し、かつ、居宅サービスの提供が確保されるよう居宅サービス事業者そ

の他の事業者、関連機関との連絡調整その他の便宜の提供を行います。 

 

第 2 条（契約期間）   

１ 契約期間は、令和   年    月    日から保険証の有効期間までとし、利用者から更新

拒絶の意思表示がない場合は、契約は自動更新されるものとします。ただし第 12 条に定める契約

の終了行為があった場合は、その定める日までとします。 

２ 上記契約期間満了日の３０日以上前に利用者から更新拒絶の申し出がない場合、事業者は利用者に 

対し、更新時点での利用者の状態を確認したうえで、契約更新の意思を確認の上、本契約と同一内

容にて更新するものとします。 

３ 利用者から更新拒絶の意思が表示された場合は、事業者は、他の業者を紹介するなど、必要な措置 

を取ります。 

 

第 3 条（利用者の権利） 

１ 利用者は、事業者によるサービス提供で利用者の意思が最大限に尊重され、プライバシー、個人情

報が十分保護されます。 

２ 利用者は居宅介護支援の作成にあたっては利用者の意思の尊重の一環として利用者の家族歴、生活

歴、病歴、職歴等を聴取されることに同意し、利用者の自立した日常生活が可能になるよう求める

権利を有します。 

 

第 4 条（介護支援専門員） 

 事業者は、介護保険法に定める介護支援専門員を利用者へのサービスの担当者として任命し、その選

定または交代を行った場合は、利用者にその名前を文書で通知します。また、月１回以上居宅を訪問し

利用者又はその家族の状態を把握し希望を踏まえつつ、公正中立にケアマネジメントを行います。 

 また、介護支援専門員は利用者の身元保証人、なんらかの保証人になりえることはできません。 

 

第 5 条（居宅サービス計画作成の支援） 

事業者は、次の各号に定める事項を介護支援専門員に担当させ、居宅サービス計画の作成を支援しま

す。 

（１） 利用者の居宅を訪問し、利用者および家族に面接して情報を収集し、解決すべき課題を把握し

ます。 

（２） 当該地域における指定居宅サービス事業者等に関するサービスの内容、利用料等の情報を適正

に利用者及びその家族に提供し、利用者に複数の事業所の紹介を求めることが可能であること、

当該事業所をケアプランに位置付けた理由を求めることが可能である旨の説明を行い、サービ

スの選択を求めます。 

（３） 提供されるサービスの目標、その達成時期、サービスを提供する上での留意点等を盛り込んだ

居宅サービス計画の原案を作成します。 

（４） 居宅サービス計画の原案に位置づけた指定居宅サービス等について、保険給付の対象となるか

否かを区分したうえで、その種類、内容、利用料等について利用者およびその家族に説明し、

利用者から文書による同意を受けて交付します。（各事業所と自宅等でサービス担当者会議を

行うこともあります。） 

（５） 利用者が、医療サービスの利用を希望している場合には、主治医等の意見を求め、その指示が

ある場合には、これに従うこと。 

（６） その他、利用者及び家族の希望をできる限り尊重すること。 

 

第 6 条（居宅サービス計画の変更） 

利用者が居宅サービス計画（ケアプラン）の変更を希望した場合、または事業者が居宅サービス計画

の変更が必要と判断した場合は、事業者と利用者双方の合意をもって、再評価を行い、サービス計画の

変更、要介護認定区分の変更申請、関連事業者に連絡するなど必要な援助を行います。 
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第７条（要介護認定等の申請に係る援助） 

１ 事業者は、利用者が要介護認定等の更新申請および状態の変化に伴う区分変更の申請を円滑に行え

るよう利用者を援助します。 

2 事業者は、利用者が要介護（支援）認定（区分の変更を含む。）を受けていない場合、利用者の意思

を踏まえて、速やかに要介護（支援）の申請が行われるよう要介護認定等の申請を利用者に代行す

ることもできます。 

 

第８条（施設入所への支援） 

事業者は、利用者が介護保険施設への入院または入所を希望した場合、利用者に介護保険施設の紹介

その他の支援をします。 

 

第９条（サービス提供の記録等） 

１ 事業者は、サービスを提供した際に、指定居宅介護支援の提供に関する記録に必要事項を記入し、

利用者の確認を受けることとします。また、記録を作成後、これをこの契約終了後 5年間適正に保

管します。 

２ 利用者は、事業者の営業時間内にその事業所にて、当該利用者に関する第１項のサービス実施記録

を閲覧し、もしくは複写物の交付を受けることができます。 

 

第 1０条（給付管理） 

事業者は、居宅サービス計画作成後、その内容に基づき毎月給付管理を作成し、国民健康保険団体連

合会に提出します。尚、年に1度介護サービス情報の公表制度を利用してサービスの見直しを行います。 

 

第１１条（利用者負担金及びその滞納） 

サービスに対する利用者負担金は、介護保険に基づいて決められているものであり、契約期間中に変

更になった場合は、改定後の金額が適応されます。 

 

第１２条（契約の終了） 

（利用者の解除権）利用者は希望により、いつでもこの契約を解除することができます。この場合には、 

１カ月以上の予告期間をもって届け出るものとし、予告期間満了日に契約は解約さ 

れます。 

（事業者の解除権）事業者は、利用者の著しい不信行為により契約の継続が困難となった場合や、事業

の安定的な運営が困難となった場合等、（１カ月以上の予告期間をもって）以下の事

項に該当する場合には本契約を解除することができます。 

(１)利用者が、故意又は重大な過失により事業者もしくは居宅介護支援専門員の生命・身体・財物・ 

信用を傷つけることなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせ、その状況の改 

善が見込めない場合 

(２)利用者が通常の事業の実施地域外に転居した場合 

(３)利用者が長期間入所した場合 

(４)利用者が死亡した場合 

この場合は担当介護支援専門員と協議のうえ、必要な情報を提供させて頂きます。 

 また、長期の入院・入所となった場合には一旦契約を解除させていただき、再開の際は再契約とさて 

いただく場合があります。 

（主治医の指示による終了）主治医より終了の指示があった場合この契約は解除させていただきます。 

 

第１３条（損害賠償） 

（損害賠償責任） 

(1) 事業者は、本契約に基づくサービスの実施に伴って、自己の責に帰すべき事由により利用者に生

じた損害について、その損害を加入している保険の保障内容において賠償します。第１４条に定

める守秘義務に違反した場合も同様とします。ただし、利用者に故意または過失が認められる場

合には、利用者の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められるときに限り、損害賠償責任を

減じることができるものとします。 

(２) 事業者は、前項の損害賠償責任を速やかに履行するものとします。 
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(３) 事業者は、自己の責に帰すべき事由がない限り、賠償責任を負いません。とりわけ利用者の故意

または過失により損害が発生した場合、利用者の急激な体調の変化等、事業者が実施したサービス

を原因としない事由にもっぱら起因して損害が発生した場合には、事業者は損害賠償責任を免れま

す。 

 

第１４条（個人情報保護） 

(１) 事業者は、サービスを提供する上に知り得た利用者や家族に関する個人情報については、利用者

または第三者の生命、身体等に危険がある場合等正当な理由がある場合を除いて、契約中及び契約

終了後、第三者に漏らすことはありません。 

(２) 守秘義務は契約終了後も同様あり、また、事業者の従業員のみに限らず従業員であった者につい

ても本条に規定する義務が及びます。 

(３) 事業者は、利用者の有する問題や解決すべき課題等についてのサービス担当者会議において、情

報を共有するために個人情報をサービス担当者会議で用いることを、本契約をもって同意とみなし

ます。 

(４) 第１項の規定にかかわらず、事業者は高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関す

る法律（いわゆる「高齢者虐待防止法」）に定める通報をなすことができるものとし、その場合、

乙は秘密保持義務違反の責任を負わないものとします。 

 

第 1５条（身分証携行義務）  

介護支援専門員は、常に身分証を携行し、初回訪問時および利用者や利用者家族から提示を求められ

た時は、いつでも身分証を提示します。 

 

第 16 条 

(1) 事業者およびご利用者様は、相手方に対して、本契約が締結された日および将来にわたり、自己ま

たは自己の役員および従業員が次の各号に該当する者または団体（以下、「反社会的勢力」という。）

に該当しないことを表明し、保証します。暴力団、暴力団員、暴力団準構成員、暴力団関係企業、

総会屋等、政治活動、社会運動等標ぼうゴロ、特殊知能暴力集団等、反社会的勢力共生者 

(２) 事業者およびご利用者様は、合理的理由に基づき相手方が次の各号に該当すると判断した場合、

何らの催告なしに本契約を解除することができます。 

① 反社会的勢力である場合、または反社会的勢力であった場合 

② 自らまたは第三者を利用して、相手方に対して以下の行為を行った場合 

(ア) 違法なあるいは相当性を欠く不当な要求 

(イ) 有形力の行使に限定しない示威行為などを含む暴力行為 

(ウ) 情報誌の購買など執拗に取引を強要する行為 

(エ) 被害者団体など属性の偽装による相手方への要求行為 

(オ)  その他「暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律」で禁止されている行為 

③相手方に対して自身が反社会的勢力である、または関係者である旨を伝えるなどした場合 

(3) 事業者およびご利用者様は、前項により本契約を解除したことにより相手方に損害が 生じたとし

ても、一切の損害賠償を負いません。 

 

第 17 条（善管注意義務） 

事業者は、利用者より委託された業務を行うにあたっては、法令を遵守し、善良なる管理者の注意を

もってその業務を遂行します。 

 

第１8 条（本契約に定めない事項） 

(１) 利用者と事業者は、信義誠実をもって本契約を履行するものとします。 

(２) 本契約に定めのない事項については、介護保険法令その他諸法令の定めるところを尊重し、双方

が誠意を持って協議のうえ定めます。 

 

第 19 条（裁判管轄） 

利用者と事業者は、本契約に関してやむを得ず訴訟となる場合は、利用者の住所地を管轄する裁判所

を第一審管轄裁判所とすることを予め合意します。 
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第 20 条（提供するサービスの第三者評価実施状況） 

当事業所は、第三者評価機関による評価を実施しておりません。 
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 秘密の保持と個人情報の保護について 

 

 

利用者及びその家族に関

する秘密の保持について 

① 事業者は、利用者の個人情報について「個人情報の保護に関する法

律」及び厚生労働省が策定した「医療・介護関係事業者における個

人情報の適切な取り扱いのためのガイドライン」を遵守し、適切な

取り扱いに努めるものとします。 

② 事業者及び事業者の使用する者は、サービス提供をする上で知り得

た利用者及びその家族の秘密を正当な理由なく、第三者に漏らしま

せん。 

③ また、この秘密を保持する義務は、サービス提供契約が終了した後

においても継続します。 

④ 事業者は、従業者に、業務上知り得た利用者又はその家族の秘密を

保持させるため、従業者である期間及び従業者でなくなった後にお

いても、その秘密を保持するべき旨を、従業者との雇用契約の内容

とします。  

個人情報の保護について 

① 事業者は、利用者から予め文書で同意を得ない限り、サービス担当

者会議等において、利用者の個人情報を用いません。また、利用者

の家族の個人情報についても、予め文書で同意を得ない限り、担当

者会議等で利用者の家族の個人情報を用いません。 

② 事業者は、利用者及びその家族に関する個人情報が含まれる記録物

（紙によるものの他、電磁的記録を含む。）については、善良な管

理者の注意をもって管理し、また処分の際にも第三者への漏洩を防

止するものとします。 

③ 事業者が管理する情報については、利用者の求めに応じてその内容

を開示することとし、開示の結果、情報の訂正、追加または削除を

求められた場合は、遅滞なく調査を行い、利用目的の達成に必要な

範囲内で訂正等を行うものとします。（開示に際して複写料などが

必要な場合は利用者の負担となります。）  
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個人情報使用同意書 
 

私（利用者）、及びその家族の個人情報については、以下に記載するとおり必要最小限の範囲内で使用

することに同意します。 

 

記 

 

１．使用する目的 

（１） サービスに対して行う保険者への明細書提出等請求事務及びサービスに付随する医療機関及び

行政機関への届出や申請などについて私の代わりに手続きを行うため。 

（２） サービス提供するために実施されるサービス担当者会議及び関係職種との連絡調整等において 

必要な場合。 

（３） 利用者に居宅介護支援サービスを提供するため医師その他関係者への連絡調整等。 

（４） ご家族等への利用者の心身の状況及びサービスの利用状況の説明。 

（５） その他、利用者が利用するサービスの提供に必要な事項。 

 

２．使用する事業者の範囲 

（１） 利用者が提供を受けているすべての医療機関、サービス事業者 

（２） 行政窓口等関係機関 

 

３．使用する期間 

契約で定める期間 
 

４．条件 

（１） 個人情報の提供は必要最小限とし、提供に当たっては関係者以外の者に漏れることの無いよう細

心の注意を払うこと。 

 

５．個人情報の内容 

（１）氏名、住所、健康状態、病歴、家庭状況など、サービスを提供するために必要な利用者や家族個

人に関する情報。 

※「個人情報」とは、利用者個人及びその家族に関する情報であって、特定の個人が識別され、

又は識別され得る肖像権を含むものをいいます。 

 

６．その他 

事業所は、個人情報保護法に準拠し、個人情報を保護するためのしくみをつくりその実践に努め、

個人情報保護活動を行います。 
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私は、株式会社AT が          様（以下「ご利用者様本人」といいます）へのサービス

の提供・主治医および医療機関との連携の過程において、又サービス担当者会議において、緊急時のご

利用者様本人以外の連絡先として、私の連絡先等をご利用者様本人の契約の有効期間中用いることに同

意します。また個人情報を使用することに同意します 

 

 

 

（ご利用者様） 
 

住 所 〒   - 

        

       

 

氏 名 

       

 

代筆者 

       

 

 

 

 

（第一連絡先／家族代表者） 
 

住 所 〒   -                       

       

       

 

氏 名                          続柄：      

   

 

連絡先（電話番号）                    

     

 

   

   

   

（第二連絡先） 
 

住 所 〒   - 

      

      

 

氏 名                         続柄：      

       

 

連絡先（電話番号）                       
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・事業者は、居宅介護支援サービスの提供に当たり、利用者もしくは家族に対して本書面 

 に基づいて重要事項、個人情報に関する取扱いについて説明しました。 

・サービスの契約に当たり、本書に基づいて重要事項の説明を受け、同意しました。 

・利用契約書の説明を受け、内容に同意しました。 
 

前記の契約を証するため、本書二通を作成し、利用者、事業者が署名の上、一通ずつ保有するものと

します。 

 

私は、以上の契約の内容および重要事項、利用料金、追加サービスの確認、個人情報使用同意書等に 

ついて指定相談支援アットコレット武蔵境より説明を受け、内容を確認しました。 

 

契約締結日  令和  年   月   日 

 

 
 

利 

用 

者 

氏名                                

代筆者氏名                        続柄：     

住所 
〒   －     

電話番号 
 

 

 

 

 

事業者名称 株式会社 AT  （代表者） 代表取締役 津田篤志      

担当事業所 指定相談支援アットコレット武蔵境 説明者           

住所 
〒180-0022  

東京都武蔵野市境 1-7-8 コーポ吉野 1 階 

電話番号 0422-56-8700 ＦＡＸ 0422-56-8669 

     

 

 

 

 

 


